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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載していませ

ん。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していません。 

４ 従業員数は、就業人員を表示しています。 

５ 第42期の1株当たり配当金額10円には、創業55周年記念配当2円を含んでいます。 

   ６ 第45期の1株当たり配当金額12円には、特別配当2円を含んでいます。 

   ７ 純資産額の算定にあたり、平成18年6月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 

売上高 (千円) 5,313,179 5,107,254 5,024,990 5,035,356 5,055,628 

経常利益 (千円) 215,359 225,281 226,926 203,083 224,606 

当期純利益 (千円) 88,024 97,109 111,406 92,063 102,050 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 589,125 589,125 589,125 589,125 589,125 

発行済株式総数 (株) 4,259,200 4,259,200 4,259,200 4,259,200 4,259,200 

純資産額 (千円) 2,596,629 2,677,169 2,740,703 2,797,465 2,854,204 

総資産額 (千円) 4,049,177 4,183,051 3,989,055 3,844,561 3,915,487 

１株当たり純資産額 (円) 609.50 628.36 643.50 658.55 672.08 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

8.00 

(―) 

10.00

(―) 

10.00

(―) 

9.00 

(―) 

12.00

(―) 

１株当たり当期純利益 (円) 19.98 21.88 25.13 21.67 24.03 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.1 64.0 68.7 72.8 72.9 

自己資本利益率 (％) 3.4 3.6 4.1 3.3 3.6 

株価収益率 (倍) 12.1 13.7 14.7 17.5 14.8 

配当性向 (％) 40.0 45.7 39.8 41.5 49.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 341,473 376,083 62,782 166,050 249,925

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △89,948 △12,730 5,512 △91,846 △39,845

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △34,609 △34,477 △43,272 △43,937 △38,528

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,109,906 1,438,688 1,463,790 1,494,080 1,665,710

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
244 

〔150〕

233

〔151〕

220

〔147〕

215 

〔144〕

220

〔156〕



います。 
          
  

２ 【沿革】 

  

年月 事項 

昭和38年11月 

  

  

土木設計、交通量調査及び解析、測量を主業務として、一級建築士事務所福山コンサルタントを

組織変更し、北九州市小倉区(現小倉北区、以下同じ。)大字浅野町に株式会社福山コンサルタン

トを設立。東京都千代田区に東京出張所(現東日本事業部)を開設 

昭和39年２月 測量業者としての建設省（現国土交通省、以下同じ。）の登録を受ける 

昭和39年12月 建設コンサルタントの建設省の登録を受け、建設コンサルタント業務を開始 

昭和41年３月 本店を北九州市小倉区紺屋町に移転 

昭和44年10月 本店社屋を北九州市小倉区片野新町に新築し、移転(現本社事業部) 

昭和47年９月 福岡市に福岡事務所（元福岡支店）を開設 

昭和53年８月 広島市に広島事務所(現西日本事業部)を開設 

昭和59年３月 盛岡市に東北営業所(現東北事業部)を開設 

昭和59年４月 熊本市に熊本事務所を開設 

昭和59年６月 佐賀市に佐賀営業所を開設 

昭和59年７月 東京都の騒音レベルに係る計量証明事業登録を受けるとともに、環境調査分野を拡大 

昭和61年12月 千葉市に千葉営業所(現千葉事務所)を開設 

昭和62年８月 東北事務所(現東北事業部)を仙台市に移転し、盛岡市に盛岡事務所(現盛岡営業所)を分離独立 

平成元年10月 本店社屋増築、竣工(現本社事業部) 

平成６年７月 本店社屋を福岡市博多区博多駅東に新築し、移転。併せて、福岡支店を本店に統合 

平成７年３月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成７年４月 横浜市に神奈川営業所、山口市に山口営業所（現山口事務所）を開設 

平成７年７月 鳥取市に鳥取事務所(現鳥取営業所)を開設 

平成７年９月 地質調査業者としての建設省の登録を受ける 

平成８年４月 秋田市に秋田営業所(現秋田事務所)を開設 

平成９年６月 大分市に大分営業所を開設 

平成10年７月 本社、東日本事業部及び東北支店(現東北事業部)でISO9001を認証取得 

平成10年10月 宮崎市に宮崎営業所、岡山市に岡山営業所を開設 

平成11年３月 本社事業部及び西日本事業部でISO9001を認証取得、これにより全事業所で認証取得 

平成12年４月 松江市に山陰事務所を開設 

平成14年11月 東北事業部社屋を宮城県仙台市に新築し、移転 

平成14年12月 高松市に四国営業所（現四国事務所）を開設 

平成15年10月 山形市に山形営業所を開設 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年４月 鹿児島市に鹿児島営業所を開設 

平成17年９月 

平成18年７月 

平成19年４月 

青森市に青森事務所を開設 

特定技術部門の強化を目的とし、部門事業部制を導入 

名古屋市に名古屋営業所、羽曳野市に大阪営業所を開設 



３ 【事業の内容】 

当社は、建設コンサルタント事業を営んでおり、国や地方公共団体等を主な顧客として、調査、計画、設計を主要

業務としています。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

当社は関係会社がないため、該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成19年６月30日現在) 

(注) １ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

２ 従業員は就業人員であり、臨時従業員数（嘱託を含む）は〔 〕内に年間の平均雇用人員を外書きで記載しています。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていませんが、労使関係は良好な状態です。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

220〔156〕 42.5 14.1 7,356,484 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国の経済は、米国経済の底堅さとBRICsなど新興国の経済成長に支えられ、好調な企業

業績を背景に、雇用情勢は好転し個人消費も堅調に推移しています。 

建設コンサルタント業界においては、プライマリーバランス（基礎的財政収支）の改善に向けた社会資本整備

関係予算の縮小など受注環境の厳しさは変わらないものの、橋梁の長寿命化計画策定事業創設（国土交通省）に

みられるように、適切な投資は結果的に節約に繋がるとの社会的認識も生まれつつあります。 

入札契約制度の面では、指名競争入札から、プロポーザル方式（技術力による選定）の増加や「公共工事の品

質確保の促進に関する法律」に基づく総合評価落札方式（価格と技術力による選定）の試行開始など、技術競争

が進展しています。 

このような状況の中で、第１次長期プランの最終年度にあたる当事業年度は、「基本は技術」、「福山オリジ

ナル」の行動指針のもと、受注の拡大と品質の確保を最重要課題として、業績の向上に取り組んできました。 

事業展開では、平成18年7月、これまでの地域事業部制に加え地域横断型の部門事業部制を導入し、市場拡大が

期待できる維持補修（長寿命化等）系・防災系分野等を担う「リスクマネジメント事業部」と、道路設計分野の

技術競争型業務展開を目指す「ストックマネジメント事業部」を発足させました。さらに平成19年4月には、今後

の全社横断的な環境系部門事業部の布石とする東日本事業部環境グループを設置しました。 

地域展開では、平成18年7月の大分・宮崎営業所への技術者常駐開始（本年4月事務所昇格）に続いて、本年4月

にはこれまで手薄であった中部・近畿エリアに名古屋・大阪営業所を開設しました。 

また、平成18年7月に「Ｍ／Ａ戦略室」を新設し、Ｍ＆Ａ等投資案件の検討・評価および同業、大学、ゼネコン

等の多様な団体との多重提携ネットワークの形成に取組んでいます。災害時の緊急ロジスティック検討業務受注

や、道路網リスク分析手法、橋梁基礎物理探査手法等の新商品開発など徐々に成果が結実しつつあります。さら

に知財戦略の一環として、交通データの処理方法に関する技術で当社初の特許権を取得しました。 

受注高は、東九州自動車道関連の設計業務受注や、交通マネジメント分野の国土交通省発注プロポーザル案件

の受注増（前年比57.4％増）などにより、２年連続の前期越えとなる53億53百万円（前期比4.7％増）を達成しま

した。 

売上高は、好調な受注に支えられ50億55百万円（前期比0.4％増）と２期連続増収を達成しました。収益面につ

いては、経常利益は2億24百万円（前期比10.6％増）、当期純利益は1億2百万円（前期比10.8％増）と２桁の増益

を達成しました。 

この結果、平成11年6月期以来８年振りに増収増益を達成し、「活路を開く」をスローガンにした第１次長期プ

ランを所定の成果をもって締めくくることが出来ました。 



当事業年度の部門別の売上高は次のとおりです。 

  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末と比べ1億71百万円増加し、16億65百万円となり

ました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果、獲得した資金は2億49百万円（前年同期は1億66百万円の獲得）となりました。主な資金の増

加要因は、税引前当期純利益2億23百万円、減価償却費81百万円に加え、前事業年度末に比べ完成業務未収金が69

百万円減少し、仕入債務が24百万円増加したことによるものです。他方主な資金の減少要因は、法人税等の支払

額1億10百万円に加えて、前事業年度末に比べ退職給付引当金が53百万円減少したためです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は39百万円（前年同期は91百万円の使用）となりました。 

主な資金の増加要因は、投資有価証券の売却による収入16百万円であり、他方、主な資金の減少要因は、技術

用・管理用コンピューターの購入を中心とした有形・無形固定資産の取得による支出56百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金38百万円の支払により、財務活動に使用した資金は38百万円（前年同期は43百万円の使用）となりまし

た。 

  

部門 

前事業年度 当事業年度 

前年同期比(％) 

金額(千円) 比率(％) 金額(千円) 比率(％) 

調査・計画系 3,638,486 72.3 3,448,730 68.2 94.8 

道路・構造設計系 1,396,869 27.7 1,606,897 31.8 115.0 

合計 5,035,356 100.0 5,055,628 100.0 100.4 



２ 【受注及び販売の状況】 

(１) 受注の状況 

当事業年度における受注状況は次のとおりです。 

  

  

  

(２) 販売実績 

当事業年度における販売実績は次のとおりです。 

  

(注) 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

  

  

  

業務の種類 

第45期
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

受注高 

金額(千円) 前年同期比(％) 

調査・計画系部門 

道路交通計画 3,513,117 113.2 

都市地域計画 93,821 53.9 

環境調査 227,562 142.2 

小計 3,834,501 111.6 

道路・構造設計系部門 

道路設計 990,922 132.1 

構造設計 528,320 57.2 

小計 1,519,242 90.7 

合計 5,353,744 104.7 

業務の種類 

第45期
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

調査・計画系部門 

道路交通計画 3,164,824 95.0 

都市地域計画 87,744 48.4 

環境調査 196,162 157.6 

小計 3,448,730 94.8 

道路・構造設計系部門 

道路設計 964,991 147.9 

構造設計 641,906 86.2 

小計 1,606,897 115.0 

合計 5,055,628 100.4 

相手先 

第44期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

第45期 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

国土交通省 2,142,938 42.6 2,665,320 52.7 



(３) 外注の状況 

当社は、交通量調査、測量、設計および施工管理の一部を外注に依存しています。その依存度は、当事業年度の

業務原価に対して32.1％です。 

   なお、外注依頼先は、株式会社サーベイリサーチセンター等です。 

  



３ 【対処すべき課題】 

今後の国内経済は、高水準の企業業績や円安の進行等により堅調に推移するという見方がある一方で、輸出の

鈍化や原油等原材料価格の上昇などリスク要因を抱え、また個人消費にも経済成長を牽引する力強さは期待し難

いなど脆弱な面も予想されています。 

 建設コンサルタント業界にあっては、今後さらに技術競争が進展すると予想されますが、その一方で価格競争

も激しさを増し、厳しい受注環境に好転の兆しは見られません。 

このような状況に対処するため、２期連続増収の勢いを力に、長期的な成長軌道の実現を目指す第２次長期プ

ラン（平成20年6月期～25年6月期の6年間）をスタートさせます。規模の拡大に軸足を置き、当該期間中に社員数

300人、売上高70億円の達成を基本目標として、知財戦略やＭＡ戦略に基づく地域展開・事業展開を進めます。 

また、ＩＳＯをさらに実践的にグレードアップし、業務の効率化と品質向上を同時に追求するタイムマネジメ

ント戦略に着手します。さらに平成19年8月1日付けで子会社「㈱福山リサーチ＆インキュベーションセンター」

（ＦＲＩＣ）を設立し、新たなビジネスモデルの構築に向けてチャレンジを開始しています。     

その他に留意しておくべき課題として、当社が属する建設コンサルタント業界の再編、他の産業分野からのＴ

ＯＢなどによる事業参入等への対応があり、現在鋭意検討を進めています。 

また、ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取り組みも、重要課題と認識しています。 



４ 【事業等のリスク】 

当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な

事項には以下のようなものがあります。当社は、これらのリスクの可能性を認識し、発生の回避および発生した場

合の対応に備えております。 

なお、文中の将来に関する記述は、有価証券報告書提出日（平成19年9月27日）現在において、当社が判断したも

のです。 

(1) 国・地方公共団体への高い受注依存 

国および地方公共団体からの受注比率が高いことから、社会基盤整備関係予算の縮減が継続した場合には、経

営成績に影響を受ける可能性があります。 

(2)  法的規制 

会社法、証券取引法、独占禁止法、個人情報保護法、建設コンサルタント登録規程などの様々な法的規制の適

用を受けており、万一会社の信頼を損なう事態が発生した場合には、経営成績に影響を受ける可能性がありま

す。そのため、コンプライアンスの徹底を図っています。 

(3) 成果品の瑕疵 

成果品に瑕疵が発生した場合には、修正・訂正作業等の追加実施により経営成績に影響を受ける可能性があり

ます。そのため、品質保証ＩＳＯ9001を主要ツールとして、品質の確保と向上に努めています。なお、万一瑕疵

が発生した場合に備え、建設コンサルタント損害賠償責任保険に加入しています。 

(4) 情報セキュリティ 

事業活動において個人情報等、種々の秘匿対象情報を取り扱う場合もありますが、リスク管理マニュアルに基

づき、漏洩防止の徹底を図っています。ＩＴ化や電子納品制度の進展に伴い、情報セキュリティに関する潜在的

なリスクが増大していることから、管理体制の一層の強化を進めています。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社の事業の源泉は知的財産にあるとの認識の下、高度化・多様化する社会的要請に応えるため、知財戦略理論に

基づいた体系的な研究開発活動を進めています。   

知財戦略理論は、当社の事業を製品と技術の両面からそれぞれの基礎単位となるモジュールに分解するとともに、

そのマトリックスの中で、当社のもつ知財領域とこれを基礎とした今後の事業展開に必要な領域を明確化し、新規知

財領域については、その戦略的な形成と活用方針を構築しようとするものです。 

具体的には、当社独自の技術・商品開発によるテーマと、同業他社・大学・研究法人等との連携による技術・商品

開発テーマに区分し、両者を関連づけながら並行して研究活動を進めています。 

当事業年度において、前者については、従来の静的理論をベースとしつつ新たな視点を導入した動的交通予測理

論・交通計画論と、社会資本の維持保全に対応するための構造物等総合評価システムの研究活動を進めています。特

に、動的交通予測理論研究では、この分野におけるわが国トップクラスの技術顧問による指導を仰いでいます。後者

については、同業大手コンサルタントとの技術協力協定による広範囲な技術・商品開発や、大学・研究法人等との連

携による防災技術や構造物の長寿命化手法等の開発に取り組んでいます。これらの研究成果の一部として、平成18年

11月に交通データの処理方法に関する技術において、当社初の特許を取得しました。また、この他にも３件を特許出

願中です。 

これらの研究活動を促進すると同時に技術力の全社的な底上げを図るため、学位取得支援制度を整備しています。

当事業年度において新たに１名が学位を取得し、同制度による学位取得者は２名となりました。更に、現在５名の社

員が学位取得に向けてチャレンジ中です。 

  

上記活動における支出は18,886千円です。 

なお、当社は建設コンサルタント事業のみを行っており、事業区分が単一セグメントのため、事業の種類別セグメ

ントの記載を省略しています。 

  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年9月27日）現在において、当社が判断したもので

す。 

  

(1) 財政状態の分析 

（資 産） 

    資産は、前事業年度末と比べ70百万円（1.8％）増加し、39億15百万円となりました。増減の内訳は、流動

資産については、現金及び預金の増加1億71百万円（11.5％）、完成業務未収金の減少69百万円（34.4％）、

固定資産については、投資有価証券の減少29百万円（18.4％）などによるものです。 

   （負 債） 

    負債は、前事業年度末と比べ14百万円（1.4%）増加し、10億61百万円となりました。増減の内訳は、業務未

払金の増加24百万円（14.0％）、未払金の増加18百万円（19.8％）、退職給付引当金の減少53百万円

（22.8%）などによるものです。 

   （純資産） 

    純資産は、28億54百万円となりました。当期純利益1億2百万円により、利益剰余金合計は17億4百万円とな

り、株主資本合計は28億33百万円となりました。 

(2) 経営成績の分析 

「１業績等の概要 (1)業績」を参照下さい。 

(3) 中長期的な経営戦略 

中長期的な経営戦略の核は以下のとおりです。 

① 規模の拡大に軸足を置いた成長モデルへのシフト（年度毎の増減を折り込んだスイッチバック型モデ

ル） 

② 社会資本整備のソリューション分野のワンストップ対応に向けた資源の選択と集中 

③ 現行の地域事業部制に部門事業部制を加えたマトリックス型事業展開方式の構築 

④ ＭＡ戦略(Multi-Alliance、M&A)の子会社設立等による推進 

⑤ 福山オリジナルな知財戦略による「技術開発⇒商品化⇒造注」の新たなビジネスモデル構築 

⑥ 業務の効率化と品質向上を同時に進めるタイムマネジメント戦略への取り組み 

⑦ 複線的キャリアパス制度による人材の育成および活用 

⑧ 経営および従業員に対する総合的なセーフティネット施策の推進 

  

  

  

  

  

消費税等について 

上記「第２ 事業の状況」に記載の金額については、消費税等は含まれていません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は以下のとおりです。 

(平成19年６月30日現在) 

(注) １ 従業員数の〔 〕は、臨時従業員数であり、年間平均雇用人員を外書きで記載しています。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品です。 

３ 上記の他、主要な賃借設備は次のとおりです。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

消費税等について 

上記「第３ 設備の状況」に記載の金額については、消費税等は含まれていません。 

事業所名 
(所在地) 

帳簿価額(千円) 
従業員数
(名) 建物及び 

構築物 
車両
運搬具 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(福岡市博多区) 

155,291 2,142
460,904
(466.20)

11,849 630,187 
48

〔22〕
本社事業部 
(北九州市小倉北区) 

109,829 167
164,793

(2,170.59)
23,412 298,203 

54
〔36〕

東日本事業部 
(東京都江東区) 

2,215 1,087
－

(－)
10,165 13,467 

25
〔21〕

西日本事業部 
(広島市中区) 

675 －
－

(－)
4,611 5,287 

24
〔23〕

東北事業部 
(仙台市青葉区) 

184,234 2,730
185,232
(383.55)

10,885 383,083 
29

〔25〕

設備の内容 台数 リース期間(年)
年間リース料

(千円) 
リース契約残高 

(千円) 
製造用・管理用コ
ンピューター等 

142セット ４～５ 30,165 45,077



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)  子会社㈱トランスポートリサーチとの合併による増加(合併比率１：１) 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 10,000,000 

計 10,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年９月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,259,200 4,259,200
ジャスダック証券
取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 4,259,200 4,259,200 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年５月31日 
(注) 

― 4,259,200 ― 589,125 6,857 543,708



(5) 【所有者別状況】 

(平成19年６月30日現在) 

(注) １ 上記「個人その他」および「単元未満株式の状況」の欄には、自己株式が、それぞれ12単元および353 株含まれていま

す。 

２ 上記「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ2単元および

200株含まれています。 

  

(6) 【大株主の状況】 

(平成19年６月30日現在) 

  

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 
単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 10 3 45 3 ― 811 872 ―

所有株式数 
(単元) 

― 719 3 453 92 ― 2,958 4,225 34,200

所有株式数 
の割合(％) 

― 17.0 0.1 10.7 2.2 ― 70.0 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

福山コンサルタント社員持株会 福岡市博多区博多駅東３－６－18 423 9.94 

福 山 俊 弘 東京都江東区 355 8.35 

株式会社 ハルモニア 東京都江東区神楽坂3-1 244 5.73 

株式会社 もみじ銀行 広島市中胡町１－24 181 4.26 

株式会社 西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３－１－１ 151 3.57 

株式会社 福岡銀行 福岡市中央区天神２－13－１ 147 3.45 

栗 林 辰 彦 北九州市小倉南区 143 3.36 

株式会社 十八銀行 長崎県長崎市銅座町１－11 133 3.13 

福 山 俊 郎 千葉県松戸市 114 2.69 

田 中 稔 福岡県福津市 101 2.39 

計 ― 1,995 46.85 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年６月30日現在) 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ2株(議決権の

数2個)および200 株含まれています。 

２ 「単元未満株式」には当社保有の自己株式が、353株含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

(平成19年６月30日現在) 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式     12,000 

―
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,213,000 4,213 同上 

単元未満株式 普通株式   34,200 ― 同上 

発行済株式総数 4,259,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,213 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社福山 
コンサルタント 

福岡市博多区博多駅東 
三丁目6番18号 

12,000 ― 12,000 0.28

計 ― 12,000 ― 12,000 0.28 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 (注) 当期間における取得自己株式には、平成19年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 (注) 当期間における保有自己株式には、平成19年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式 1,100 388 

当期間における取得自己株式             －            －

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の
総額(千円) 

株式数(株)
処分価額の 
総額(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 12,353 ― 12,353 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主配当、従業員賞与、内部留保金について、相互のバランスを勘案しつつ利益の達成水準に応じて段階

的に配分する成果還元方式を基本方針としています。 

配当政策については、配当性向および配当利回りと長期プライムレートの動向などから総合的に決定しています。 

当社は、期末配当として年１回の配当を行うことを基本としており、その決定機関は株主総会です。 

当期の剰余金の配当については、平成19年9月26日開催の第45期定時株主総会において、１株当たり12円（普通配当

10円、特別配当２円）と決議しました。この結果、配当性向は49.9％となりました。 

内部留保した資金の使途については、今後の事業展開への原資、不測の事態への備え、および発注者（国および地

方公共団体）による委託業務指名業者選定時の重要な指標の１つである自己資本比率向上のための充当を予定してい

ます。 

  尚、当社は取締役会の決議によって、中間配当を行うことができる旨を定款に定めています。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会発表のものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック証券

取引所におけるものです。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。 

  

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たりの配当額（円） 

平成19年9月26日 

定時株主総会決議 
50,962 12.00 

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 

最高(円) 265 367 600 530 398 

最低(円) 190 210 265 354 314 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 383 376 366 370 382 398 

最低(円) 360 349 350 358 359 355 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 

企画 
本部長 山本 洋一 昭和22年６月24日生 

昭和48年４月 

平成４年７月 
平成７年10月 

平成11年７月 
平成11年９月 

平成12年５月 
  

平成13年９月 
  

平成13年10月 
  

  
平成14年９月 

  
平成18年10月 

当社入社 

当社本社事業部調査部長 
当社企画室長 

当社事業本部長(調査担当) 
当社取締役事業本部長(調査担当) 

当社取締役事業本部長(調査担当)

兼本社事業部長 

当社常務取締役事業本部長(調査

担当)兼本社事業部長 

当社常務取締役経営企画本部長兼

事業本部長(西部地域担当)兼本社

事業部長 
当社代表取締役社長兼経営企画本

部長 
当社代表取締役社長兼企画本部長

（現任） 

（注）2 22

取締役 
副社長   針貝 武紀 昭和15年11月26日生 

平成２年４月 
平成３年４月 

平成６年４月 
平成６年５月 

平成９年10月 
平成10年６月 

平成10年９月 
平成13年９月 

平成14年９月 
平成18年10月 

建設省中国地方建設局企画部長 
鳥取県土木部長 

社団法人海外建設協会顧問 
同常務理事 

当社入社 技術顧問 
当社営業本部長 

当社常務取締役営業本部長 
当社専務取締役総務本部長 

当社取締役副社長兼総務本部長 
当社取締役副社長（現任） 

（注）2 13

専務取締役 事業本部長 金  徳珍 昭和23年12月７日生 

昭和49年４月 

平成４年７月 

平成11年７月 

平成12年７月 

  

平成12年９月 

  

平成13年10月 

  

平成14年９月 

  

平成17年７月 

平成18年10月 

当社入社 

当社東北支店長 

当社東北事業部長 

当社事業本部長(開発担当)兼東北

事業部長 

当社取締役事業本部長(開発担当)

兼東北事業部長 

当社取締役事業本部長(東部地域

担当)兼東北事業部長 

当社常務取締役事業本部長兼東北

事業部長 

当社常務取締役事業本部長 

当社専務取締役事業本部長（現

任） 

（注）2 15

取締役 

企画本部副
本部長兼 

Ｍ／Ａ戦略
室長 

柴田 貴徳 昭和25年1月21日生 

昭和49年４月 

平成11年７月 

平成14年７月 

平成15年10月 

平成16年９月 

  

平成18年７月 

  

平成18年10月 

  

当社入社 

当社本社事業部次長 

当社本社事業部長 

当社執行役員本社事業部長 

当社取締役本社事業部長兼経営企

画本部副本部長 

当社取締役経営企画本部副本部長 

兼Ｍ／Ａ戦略室長 

当社取締役企画本部副本部長兼Ｍ

／Ａ戦略室長（現任） 

（注）2 14

取締役 

事業本部副 
本部長兼 

東日本事業
部長 

福山 俊弘 昭和28年4月19日生 

昭和55年４月 

平成11年７月 

平成14年７月 

平成17年10月 

  

平成18年７月 

  

平成18年９月 

  

当社入社 

当社企画室長 

当社西日本事業部長 

当社執行役員事業本部副本部長兼 

西日本事業部長 

当社執行役員事業本部副本部長兼 

東日本事業部長 

当社取締役事業本部副本部長兼東

日本事業部長（現任） 

（注）2 355



  

(注) １  監査役福田玄祥氏および笈木明見氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

    ２ 取締役の任期は、平成19年6月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年6月期に係る定時株主総会終 

結の時までです。 

    ３ 監査役の任期は、平成16年6月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年6月期に係る定時株主総会終 

結の時までです。 

    ４ 監査役の任期は、平成17年6月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年6月期に係る定時株主総会終 

結の時までです。 

５ 当社は、法令の定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、監査役補欠者１名を選任しています。監査役補欠者の

略歴は次のとおりです。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

常勤監査役   山口  豊 昭和18年2月１日生 

昭和41年４月 

平成３年10月 
平成４年７月 

平成11年10月 
平成13年10月 

平成15年９月 
平成16年９月 

当社入社 

当社取締役広島支社長 
当社取締役東日本事業部長 

当社執行役員営業副本部長 
当社執行役員情報管理本部長 

当社顧問 
当社常勤監査役(現任) 

（注）3 45

監査役   福田 玄祥 昭和13年２月28日生 

昭和43年４月 

昭和46年12月 
平成７年４月 

平成８年４月 
平成11年５月 

  
平成12年９月 

弁護士登録(大阪弁護士会所属) 

福岡県弁護士会小倉部会に登録換 
福岡県弁護士会会長 

日本弁護士連合会副会長 
北九州人権擁護委員協議会会長

(現任) 
当社監査役(現任) 

（注）3 ―

監査役   笈木 明見 昭和19年５月31日生 

平成７年７月 

平成９年７月 

平成10年７月 

平成12年７月 

  

平成14年７月 

平成15年８月 

平成17年９月 

福岡国税局総務部国税広報課長 

武雄税務署長 

福岡国税局総務部会計課長 

国税庁長官官房福岡派遣主席監察

官 

福岡税務署長 

税理士登録 

当社監査役(現任) 

（注）4 ―

  466 

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

福地 昌能 昭和29年９月15日生

昭和53年10月

昭和57年３月

平成４年８月

平成７年７月

  
平成13年７月

  

監査法人中央会計事務所入所 
公認会計士開業登録 

中央監査法人社員 
福地公認会計士事務所開設（現

任） 
北九州市住宅供給公社監事（現

任） 

―



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の最重要課題の一つと認識し、企業価値を高めるため、健全で透明性

が高く、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる経営管理体制の構築と、内部統制システムの強化等により、株

主の皆様から信頼される企業経営に努めることを基本的な考え方としています。 

当社のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要は、下図のとおりです。 

平成18年10月１日に新たに内部監査統括室を設置し、内部統制システムの品質向上を図っています。 

  

 
(1) 会社の機関 

① 取締役会・執行役員制度 

当事業年度末現在、取締役会は取締役５名で構成されています。平成15年9月より取締役任期１年制を導入

し、機動的な体制人事を実行しつつ、職務を遂行しています。 

具体的には、取締役会を原則的に毎月1回開催し、経営計画の達成状況、主要財務指標の月次チェック、当

社独自の「財務管理システム」に基づく資金計画、および経営戦略の方針、人事など重要事項を決定してい

ます。また、執行役員制度を導入し、取締役会の決定に基づいた機動的な事業執行を推進しています。 

② 監査役会 

当社は監査役制度を導入しており、事業内容に詳しい常勤監査役１名と、税務・法務に精通した非常勤監

査役２名の計３名で構成し、取締役の職務執行と組織経営を監視する体制を整えています。具体的には、監

査役は監査役会が定めた規程に基づき、監査の方針、業務の分担等を策定し、取締役会に出席するほか、取

締役の職務執行状況の聴取、内部監査統括室等による内部監査への立ち会いなど監視を行っています。 

  ③ 事業推進連絡会議・運営会議 

取締役会に併せて、事業執行部門幹部を主なメンバーとする事業推進連絡会議を毎月１回開催していま

す。本会は、長期プランや年次経営計画の推進に向けて、受注状況から業務遂行について幅広く協議を行

い、必要に応じて取締役会へ方針や施策等の具申を行っています。 

また、事業部ごとに運営会議を開催し、取締役会および事業推進連絡会議で決定した事項について、従業

員への周知並びに指示を行っています。  

(2) 内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況 

① 取締役の業務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 



(a) 原則として毎月１回開催する取締役会を通じて適合性を確保する体制を基本とします。 

(b) 取締役会に事務局を設置し、議案の事前チェックおよび決議事項の事後チェックを行っています。 

(c) 取締役会の議事進行、決議事項について、監査役が適法性を監査し、その指示(「監査役意見書」と言

う)により必要な是正措置を講じます。 

     ②  取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

      取締役会の議事録、稟議書等の決裁書類、および各種契約文書等を、「文書管理規程」に基づき管理・

保存しています。 

        ③  損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

(a) 「リスク管理マニュアル」を作成・配布し、全役職員に対し周知徹底しています。 

(b) 逐次変化するリスクの特定とその対策の決定およびモニタリングを継続して、適時かつ正確なリスク情

報が取締役会へ報告する体制を維持しています。 

④  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(a)「経営計画に関する規程」に基づき、中長期プラン、年次経営計画および年次財務計画を体系的に策定

し、計画達成の戦略・施策と役割分担を明確にしています。 

(b) 代表取締役から全役職員に対し直接長期プラン、年次経営計画を説明する機会を設けて、戦略・施策の

浸透を図っています。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(a) 顧問弁護士等の社外専門家との密接な関係を保ち、適時アドバイスを受けることができる体制を構築し

て、適合性の確保に努めています。 

(b) 「コンプライアンスプログラム」を定め、社内研修会の実施、社内監査等を行い、周知徹底を図ってい

ます。 

   ⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当

該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

(a) 基本的に総務管理部が必要な補助を行うこととします。 

(b) 当該使用人を設置する場合には、指揮命令権は監査役に属するものとし、当該使用人の任命、異動等人

事権の行使に当たっては、監査役と協議の上決定することとします。 

      ⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制、その他監査役

の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(a) 取締役からの報告は取締役会を通じて、使用人からの報告は事業推進連絡会議を通じて行うことを基本

とします。 

(b) 監査役は随時必要に応じて、役職員に対して個別に報告を求めることができます。その他、稟議書や決

裁書類についても、必要に応じて閲覧を請求することができます。 

(c) 監査役は代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催しています。      

また、会計監査人とは監査計画作成への参画、各種監査への立ち会いなどの連携を図っています。 

(3) 役員報酬および監査報酬 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬および会計監査人に対する監査報酬は以下

のとおりです。 

     ① 役員報酬の内容 

(注)１ 上記金額には、使用人兼務役員に支給した使用人給与は含んでいません。 

２ 上記金額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額8,750千円が含まれています。 

役員報酬の区分 
取締役 監査役 

支給人員 支給額 支給人員 支給額

取締役および監査役に支払った報酬 5名 69,488千円 3名 13,650千円



   ② 監査報酬の内容 

(注) 上記以外の報酬はありません。 

(4) 監査役と会計監査の連携状況 

   監査役会は、会計監査人の監査計画書に対し意見を述べ協議し、会計監査人はその結果に基づき監査を実施

しています。 

   また、監査役は、会計監査人の監査に適宜立会い、問題の有無を含め情報の交換を行うとともに、監査役会

は、会計監査人の作成する監査レポートによる報告を受け、双方協議の上、改善すべき事項等を確認していま

す。 

(5) 社外監査役との関係 

   当社は監査役を３名選任していますが、うち２名は社外監査役です。当社と社外監査役との特別な利害関係

はありません。 

   なお、当社は社外取締役を選任していません。 

(6) 責任限定契約の内容 

   当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任

について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額を限度とする契約を締結しています。 

(7) 会計監査の状況 

会計監査業務は、平成19年7月31日まではみすず監査法人、平成19年8月1日からは監査法人トーマツと監査契

約を締結し、会社法及び証券取引法に基づく会計監査を受けています。 

当事業年度において監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係わる補助者の構成は、下記のとお

りです。 

・ 監査業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員：丸林 信幸、工藤 重之 

・ 監査業務に係わる補助者の構成 

公認会計士２名、会計士補２等名、その他１名 

なお、当社と監査法人トーマツとの間には、公認会計士法により記載すべき利害関係はありません。 

(8) 取締役の定数等に関する定款の定め 

  ①取締役の定数 

取締役は、７名以内とする旨を定款に定めています。 

  ②取締役の選任の決議要件 

取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定めています。 

  ③ 取締役の任期 

      取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時

までとする旨を定款に定めています。 

(9) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

①経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行できるようにするため、会社法第165条第２項の規程に基

づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めていま

す。 

監査報酬の区分 金額 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１
項に規定する業務に基づく報酬 

13,000千円



②株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年12月31日の最終の株主名簿に

記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法454条第５項に定める剰余金の配当（「中間配

当」という）を行うことができる旨を定款に定めています。 

(10) 株主総会の特別決議要件 

① 株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を図るため、会社法第309条第

２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めています。 

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

  なお、第44期事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

45期事業年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成していま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第44期事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)の

財務諸表について、みすず監査法人の監査を受け、第45期事業年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)の

財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けています。 

  なお、当社の監査人は次のとおり交代しています。 

   第44期事業年度の財務諸表 みすず監査法人 

   第45期事業年度の財務諸表 監査法人トーマツ 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成していません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年６月30日) 
当事業年度 

(平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     1,494,080     1,665,710   

２ 完成業務未収金     202,586     132,919   

３ 未成業務支出金     264,573     277,368   

４ 前払費用     3,198     5,477   

５ 繰延税金資産     20,251     25,594   

６ その他     17,268     17,520   

貸倒引当金     △8,098     △11,550   

 流動資産合計     1,993,860 51.9   2,113,040 54.0 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物 ※１ 847,591     846,813     

減価償却累計額   374,713 472,878   396,230 450,582   

(2) 構築物   7,002     7,002     

減価償却累計額   5,129 1,872   5,338 1,663   

(3) 車両運搬具   31,497     28,408     

減価償却累計額   18,583 12,913   17,087 11,320   

(4) 工具器具及び備品   214,686     264,721     

減価償却累計額   155,796 58,889   184,536 80,185   

(5) 土地 ※１   810,929     810,929   

 有形固定資産合計     1,357,484 35.3   1,354,681 34.6 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     40,621     37,013   

(2) 電話加入権     3,960     3,960   

 無形固定資産合計     44,581 1.1   40,973 1.0 

３ 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券     161,891     132,087   

(2) 従業員長期貸付金     748     551   

(3) 長期前払費用     964     1,209   

(4) 繰延税金資産     185,875     175,331   

(5) 差入保証金     95,805     94,234   

(6) 会員権     9,000     9,000   

(7) その他     150     177   

貸倒引当金     △5,800     △5,800   

 投資その他の資産合計     448,635 11.7   406,791 10.4 

固定資産合計     1,850,700 48.1   1,802,447 46.0 

資産合計     3,844,561 100.0   3,915,487 100.0 
      



  

  

  
前事業年度

(平成18年６月30日) 
当事業年度 

(平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 業務未払金     176,758     201,529   

２ 未払金     93,638     112,198   

３ 未払費用     28,386     24,454   

４ 未払法人税等     106,662     105,575   

５ 未払消費税等     96,165     102,886   

６ 未成業務前受金     172,827     174,732   

７ 預り金     80,490     89,082   

 ８ 役員賞与引当金     3,500     －   

 ９ 業務損失引当金     12,067     18,730   

 流動負債合計     770,495 20.0   829,188 21.2 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     233,100     179,844   

２ 役員退職慰労引当金     43,500     52,250   

固定負債合計     276,600 7.2   232,094 5.9 

負債合計     1,047,095 27.2   1,061,283 27.1 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     589,125 15.3   589,125 15.1 

２ 資本剰余金               

 資本準備金     543,708     543,708   

資本剰余金合計     543,708 14.2   543,708 13.9 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   68,913     68,913     

(2) その他利益剰余金               

別途積立金   870,000     870,000     

繰越利益剰余金   702,014     765,833     

利益剰余金合計     1,640,927 42.7   1,704,746 43.5 

４ 自己株式     △3,635 △0.1   △4,023 △0.1 

株主資本合計     2,770,125 72.1   2,833,556 72.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 その他有価証券評価 
  差額金 

  27,340 20,648 

評価・換算差額等合計     27,340 0.7   20,648 0.5 

純資産合計     2,797,465 72.8   2,854,204 72.9 

負債純資産合計     3,844,561 100.0   3,915,487 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

   完成業務高     5,035,356 100.0   5,055,628 100.0 

Ⅱ 売上原価               

   完成業務原価 ※２   3,936,042 78.2   3,917,873 77.5 

売上総利益     1,099,314 21.8   1,137,754 22.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 貸倒引当金繰入額   4,598     3,451     

２ 役員報酬   74,420     74,388     

３ 給料手当   366,035     365,539     

４ 賞与   64,224     64,872     

５ 役員賞与引当金繰入額   3,500     －     

６ 退職給付費用   32,508     26,764     
７ 役員退職慰労引当金 

繰入額 
9,750 8,750    

８ 福利厚生費   58,103     57,800     

９ 通信交通費   79,438     84,690     

10 減価償却費   17,407     17,894     

11 その他 ※２ 197,851 907,838 18.0 210,891 915,054 18.1 

営業利益     191,475 3.8   222,700 4.4 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   185     986     

２ 受取配当金   1,965     2,276     

３ 保険契約返戻金   1,016     972     

４ 投資事業組合投資利益   10,881     －     

５ 受取手数料   1,910     2,030     

６ 雑収入   1,755 17,715 0.3 955 7,221 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   6,089     5,309     

２ 自己株式取得費用   18 6,107 0.1 6 5,315 0.1 

経常利益     203,083 4.0   224,606 4.4 

Ⅵ 特別利益 

  １ 投資有価証券売却益 
  

  

－ 

  

－ 

  

－ 

  

1,557 

  

1,557 

  

0.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却・除却損 ※１ 1,394 1,394 0.0 2,381 2,381 0.0 

税引前当期純利益     201,688 4.0   223,781 4.4 
法人税、住民税 
及び事業税 

109,926 107,648    

法人税等調整額   △302 109,624 2.2 14,082 121,731 2.4 

当期純利益     92,063 1.8   102,050 2.0 

       



完成業務原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 人件費 ※２ 1,909,250 49.7 1,912,846 48.7 

Ⅱ 外注費   1,232,381 32.0 1,262,987 32.1 

Ⅲ 経費 ※２ 703,656 18.3 754,834 19.2 

当期業務原価合計   3,845,287 100.0 3,930,668 100.0 

期首未成業務支出金   355,328   264,573   

計   4,200,615   4,195,242   

期末未成業務支出金   264,573   277,368   

当期完成業務原価   3,936,042   3,917,873   

            

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

 １ 原価計算の方法は、個別原価計算によっていま

す。 

 １ 原価計算の方法は、個別原価計算によっていま

す。 

※２ 人件費に含まれる退職給付費用は115,864千円、

経費に含まれる減価償却費は61,947千円です。 

※２ 人件費に含まれる退職給付費用は94,259千円、経

費に含まれる減価償却費は63,448千円です。 



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成17年６月30日残高(千円) 589,125 543,708 543,708 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当       

 役員賞与の支給       

 当期純利益       

自己株式の取得       

事業年度中の変動額合計(千円) － － － 

平成18年６月30日残高(千円) 589,125 543,708 543,708 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年６月30日残高(千円) 68,913 870,000 656,970 1,595,883 △1,971 2,726,746 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当     △42,520 △42,520   △42,520 

 役員賞与の支給     △4,500 △4,500   △4,500 

 当期純利益     92,063 92,063   92,063 

 自己株式の取得         △1,664 △1,664 

事業年度中の変動額合計(千円) － － 45,043 45,043 △1,664 43,379 

平成18年６月30日残高(千円) 68,913 870,000 702,014 1,640,927 △3,635 2,770,125 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成17年６月30日残高(千円) 13,957 13,957 2,740,703 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当     △42,520 

 役員賞与の支給     △4,500 

 当期純利益     92,063 

 自己株式の取得     △1,664 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 13,382 13,382 13,382 

事業年度中の変動額合計(千円) 13,382 13,382 56,761 

平成18年６月30日残高(千円) 27,340 27,340 2,797,465 



当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年６月30日残高(千円) 589,125 543,708 543,708 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当       

 当期純利益       

自己株式の取得       

事業年度中の変動額合計(千円) － － － 

平成19年６月30日残高(千円) 589,125 543,708 543,708 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 68,913 870,000 702,014 1,640,927 △3,635 2,770,125 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当     △38,231 △38,231   △38,231 

 当期純利益     102,050 102,050   102,050 

 自己株式の取得         △388 △388 

事業年度中の変動額合計(千円) － － 63,819 63,819 △388 63,430 

平成19年６月30日残高(千円) 68,913 870,000 765,833 1,704,746 △4,023 2,833,556 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成18年６月30日残高(千円) 27,340 27,340 2,797,465 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当     △38,231 

 当期純利益     102,050 

 自己株式の取得     △388 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △6,692 △6,692 △6,692 

事業年度中の変動額合計(千円) △6,692 △6,692 56,738 

平成19年６月30日残高(千円) 20,648 20,648 2,854,204 



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前事業年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純利益   201,688 223,781 

２ 貸倒引当金の増加額   4,598 3,451 

３ 減価償却費   79,354 81,331 

４ 退職給付引当金の減少額   △25,565 △53,255 

５ 役員退職慰労引当金の増加額   9,750 8,750 

６ 役員賞与引当金の増減額（△は減少）   3,500 △3,500 

７ 業務損失引当金の増加額   12,067 6,663 

８ 固定資産の売却・除却損   1,394 2,381 

９ 投資有価証券売却損益   ― △1,557 

10 投資事業組合投資損益   △10,881 ― 

11 受取利息及び受取配当金   △2,151 △3,262 

12 支払利息   6,089 5,309 

13 為替差損益   △22 △78 

14 売上債権の減少額   78,767 69,667 

15 未成業務支出金の増減額（△は増加）   90,754 △12,795 

16 仕入債務の増加額   502 24,771 

17 未成業務前受金の増減額（△は減少）   △170,450 1,904 

18 その他   △28,676 8,526 

小計   250,718 362,089 

19 利息及び配当金の受取額   2,155 3,213 

20 利息の支払額   △6,089 △5,309 

21 法人税等の支払額   △80,734 △110,068 

営業活動によるキャッシュ・フロー   166,050 249,925 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 有形固定資産の取得による支出   △61,982 △51,037 

２ 有形固定資産の売却による収入   257 103 

３ 無形固定資産の取得による支出   △25,258 △5,215 

４ 投資有価証券の取得による支出   △20,842 △814 

５ 投資有価証券の売却による収入   ― 16,603 

６ 出資金の返戻による収入   16,211 ― 

７ 貸付による支出   △400 △200 

８ 貸付金の回収による収入   748 714 

９ その他   △580 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △91,846 △39,845 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金による収入   2,500,000 2,350,000 

２ 短期借入金の返済による支出   △2,500,000 △2,350,000 

３ 自己株式の取得による支出   △1,664 △388 

４ 配当金の支払額   △42,273 △38,140 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △43,937 △38,528 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   22 78 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   30,289 171,629 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,463,790 1,494,080 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   1,494,080 1,665,710 

        



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

１ 有価証券の評価基準およ

び評価方法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  

  

  

 時価のないもの 

  同左 

２ たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

未成業務支出金 

 個別法による原価法 

未成業務支出金 

  同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(付属設備を除く)は

定額法 

なお、耐用年数および残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっています。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

(会計方針の変更) 

法人税法の改正（「所得税法の一 

部を改正する法律 平成19年3月30日

法律第６号」及び「法人税法施行令

の一部を改正する政令 平成19年3

月30日 政令第83条」）に伴い、平

成19年4月1日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しています。 

これに伴う影響は軽微です。 

  (2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用)について

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 引当金の計上基準 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上していま

す。 

(2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当

事業年度に見合う額を計上していま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

(2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当

事業年度に見合う額を計上していま

す。 

なお、当事業年度の計上額はありま

せん。 

  

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

  （会計処理の変更） 

  当事業年度から、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員

  

  

――――――――― 



  

会 平成17年11月29日 企業会計基準

第４号）を適用しています。 

  この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益および税引前当

期純利益が、3,500千円減少してい

ます。 

(3) 業務損失引当金 

 受注業務に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における受注業務

に係る損失見込額を計上しています。 

（追加情報） 

  当事業年度末における受注業務の

うち、将来の損失が見込まれる業務が

発生したため、その損失見込額を業務

損失引当金として計上しています。 

 この結果、営業利益、経常利益およ

び税引前当期純利益が12,067千円減少

しています。 

  

  

  

  

  

  

(3) 業務損失引当金 

同左 

  

  

  

  

――――――――― 

  

  

  

  

  

(4) 退職給付引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

(5) 役員退職慰労引当金 

  同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しています。 

また、数理計算上の差異は、その発生

時の平均残存勤務期間内の一定の年数

(4年)による按分額を、発生年度の翌

事業年度より費用処理しています。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退任により支給する退職慰労金

に充てるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しています。 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手元現

金、随時引き出し可能な預金及び取得

日から２ヶ月以内に満期の到来する流

動性の高い、かつ、価値の変動するお

それのほとんどない預金からなってい

ます。 

同左 



  

  

  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

７ その他財務諸表作成のため

の重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっています。 

消費税等の会計処理 

 同左 

  

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から、「固定資産の減損に係る会計基準」 

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 適用指針第６号）を

適用しています。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

  

  

――――――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

2,797,465千円です。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度は、改正後

の財務諸表等規則により作成しています。 

  

  

  

――――――――――― 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正） 

 当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成17年12月27日 企業会計基準第１号）および

「自己株式及び準備金の額の減少に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成17年12月

27日 企業会計基準適用指針第２号）を適用していま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度は、改正後

の財務諸表等規則により作成しています。 

  

  

  

  

――――――――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

 (損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年６月30日) 

当事業年度
(平成19年６月30日) 

※１ 担保に供している資産およびこれに対応する債務

は、次のとおりです。 

 (1) 担保に供している資産 

 (2) 上記に対応する債務の期末残高はありません。 

  

建物 251,773千円

土地 546,250千円

計 798,023千円

※１ 担保に供している資産およびこれに対応する債務

は、次のとおりです。 

 (1) 担保に供している資産 

 (2) 上記に対応する債務の期末残高はありません。 

  

建物 238,701千円

土地 546,250千円

計 784,952千円

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

※１ 固定資産売却・除却損の内訳は、次のとおりで

す。 

   売却損 

除却損 

車両運搬具 594千円

建物 799千円

※１ 固定資産売却・除却損の内訳は、次のとおりで

す。 

   売却損 

除却損 

車両運搬具 891千円

建物 447千円

車両運搬具 222千円

工具器具及び備品 821千円

合計 1,490千円

※２ 一般管理費および当期業務原価に含まれる研究開

発費は、19,282千円です。 

※２ 一般管理費および当期業務原価に含まれる研究開

発費は、18,886千円です。 



 (株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

    

２ 自己株式に関する事項 

  （注）増加数は、単元未満株式の買取りによるものです。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。  

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金の支払額 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加数 減少数 当事業年度末 

普通株式（株） 4,259,200    －    －    4,259,200 

株式の種類 前事業年度末 増加数 減少数 当事業年度末 

普通株式（株） 7,156    4,097    －    11,253 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成17年９月28

日定時株主総会 
普通株式 42,520 10.00 

平成17年６月30

日 

平成17年９月29

日 

決議 
株式の種

類 

配当金の総

額（千円） 
配当の原資 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年９月28

日定時株主総会 
普通株式 38,231 利益剰余金 9.00 

平成18年６

月30日 

平成18年９

月29日 



当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

    

２ 自己株式に関する事項 

  （注）増加数は、単元未満株式の買取りによるものです。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。  

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金の支払額 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加数 減少数 当事業年度末 

普通株式（株） 4,259,200    －    －    4,259,200 

株式の種類 前事業年度末 増加数 減少数 当事業年度末 

普通株式（株）    11,253 1,100 － 12,353 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年９月28

日定時株主総会 
普通株式 38,231 9.00 

平成18年６月30

日 

平成18年９月29

日 

決議 
株式の種

類 

配当金の総

額（千円） 
配当の原資 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年９月26

日定時株主総会 
普通株式 50,962 利益剰余金 12.00 

平成19年６

月30日 

平成19年９

月27日 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている金額との関係 

(平成18年６月30日)

現金及び預金勘定 1,494,080千円

現金及び現金同等物 1,494,080千円

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている金額との関係 

(平成19年６月30日)

現金及び預金勘定 1,665,710千円

現金及び現金同等物 1,665,710千円



 (リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具 
及び備品 

169,271 113,919 55,351

その他 11,761 4,919 6,841

合計 181,032 118,839 62,193

  

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具
及び備品 

113,892 71,454 42,438 

その他 17,532 6,027 11,504 

合計 131,425 77,482 53,943 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 37,415千円

１年超 26,074千円

合計 63,490千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 23,818千円

１年超 27,179千円

合計 50,998千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

支払リース料 62,273千円

減価償却費相当額 59,604千円

支払利息相当額 2,029千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

支払リース料 45,020千円

減価償却費相当額 42,599千円

支払利息相当額 2,318千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 同 左 

５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっています。 

５ 利息相当額の算定方法 

 同 左 



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

種類 
当期末(平成18年６月30日) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が 
取得価額を超えるもの 

 

株式 76,889 121,840 44,951 

債券 － － － 

その他 14,230 15,152 921 

小計 91,120 136,993 45,872 

貸借対照表計上額が 
取得価額を超えないもの 

 

株式 － － － 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

合計 91,120 136,993 45,872 

種類 
当期末(平成18年６月30日) 

貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 24,898 

合計 24,898 



当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

種類 
当期末(平成19年６月30日) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が 
取得価額を超えるもの 

 

株式 74,190 104,648 30,457 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 74,190 104,648 30,457 

貸借対照表計上額が 
取得価額を超えないもの 

 

株式 2,698 2,541 △157 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 2,698 2,541 △157 

合計 76,888 107,189 30,300 

区分 売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円） 

 その他   16,603 1,557 － 

種類 
当期末(平成19年６月30日) 

貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 24,898 

合計 24,898 



 (デリバティブ取引関係) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していませんので、該当事項はありません。 

  

  

次へ 



(退職給付関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と

適格退職年金制度を併用しています。また、適格退職

年金制度の原資を目的として、退職給付信託を設定し

ています。 

 当社では上記退職給付制度のほか、建設コンサルタ

ンツ厚生年金基金に加入していますが、当該厚生年金

基金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理を行

う制度です。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金

拠出割合に基づく期末の年金資産残高は、1,563,939 

千円です。 

  

(1) 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と

適格退職年金制度を併用しています。また、適格退職

年金制度の原資を目的として、退職給付信託を設定し

ています。 

 当社では上記退職給付制度のほか、建設コンサルタ

ンツ厚生年金基金に加入していますが、当該厚生年金

基金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理を行

う制度です。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金

拠出割合に基づく期末の年金資産残高は、1,897,976 

千円です。 

  

(2) 退職給付債務およびその内訳 

  

① 退職給付債務 △1,495,792千円

② 年金資産 1,388,132千円

③ 未積立退職給付債務 △107,660千円

④ 未認識数理計算上の差異 △125,439千円

⑤ 退職給付引当金 △233,100千円

(2) 退職給付債務およびその内訳 

① 退職給付債務 △1,444,855千円

② 年金資産 1,408,514千円

③ 未積立退職給付債務 △36,340千円

④ 未認識数理計算上の差異 △143,504千円

⑤ 退職給付引当金 △179,844千円

(3) 退職給付費用の内訳 

  

① 勤務費用 77,679千円

② 利息費用 29,507千円

③ 期待運用収益 △30,568千円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △1,033千円

   小計 75,585千円

⑤ 総合型厚生年金掛金 72,788千円

⑥ 退職給付費用合計 148,373千円

(3) 退職給付費用の内訳 

① 勤務費用 77,996千円

② 利息費用 29,915千円

③ 期待運用収益 △31,150千円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △34,703千円

   小計 42,058千円

⑤ 総合型厚生年金掛金 78,965千円

⑥ 退職給付費用合計 121,024千円

(4) 退職給付債務の計算基礎 

① 割引率 2.0％

② 期待運用収益率 2.5％

③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④ 数理計算上の差異の処理年数 ４年

(4) 退職給付債務の計算基礎 

① 割引率 2.0％

② 期待運用収益率 2.5％

③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④ 数理計算上の差異の処理年数 ４年



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

関係会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(流動の部) 

(繰延税金資産) 

  
(固定の部) 

(繰延税金資産) 

  

 未払事業税否認 9,387千円

 貸倒引当金 3,271千円

 業務損失引当金 4,875千円

 その他 2,717千円

 繰延税金資産の合計 20,251千円

 有価証券および投資有価証券評価損否

認 
4,004千円

 退職給付信託設定有価証券否認 81,836千円

 退職給付引当金損金算入限度超過額 94,172千円

 役員退職慰労引当金否認 17,574千円

 その他 7,218千円

 繰延税金資産の小計 204,805千円

  評価性引当額 △397千円

 繰延税金資産の合計 204,408千円

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(流動の部) 

(繰延税金資産) 

  
(固定の部) 

(繰延税金資産) 

  

 未払事業税否認 9,098千円

 貸倒引当金 4,666千円

 業務損失引当金 7,566千円

 その他 4,262千円

 繰延税金資産の合計 25,594千円

 有価証券および投資有価証券評価損否

認 
5,104千円

 退職給付信託設定有価証券否認 81,836千円

 退職給付引当金損金算入限度超過額 72,657千円

 役員退職慰労引当金否認 21,109千円

 その他 7,009千円

 繰延税金資産の小計 187,716千円

  評価性引当額 △2,732千円

 繰延税金資産の合計 184,983千円

(繰延税金負債) 

  
  
  

 その他有価証券評価差額金 △18,532千円

 繰延税金負債の合計 △18,532千円

繰延税金資産の純額 185,875千円

(繰延税金負債) 

  
  
  

 その他有価証券評価差額金 △9,652千円

 繰延税金負債の合計 △9,652千円

繰延税金資産の純額 175,331千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（調整） 

  
  

法定実効税率 40.4％

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

3.5 

住民税等均等割の影響 11.9 

受取配当金等益金に算入されない

項目 

△0.4 

税額控除の影響 △2.7 

その他 1.7 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

 

54.4％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（調整） 

  
  

法定実効税率 40.4％

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

2.2 

住民税等均等割の影響 11.4 

受取配当金等益金に算入されない

項目 

△0.3 

評価性引当金の影響 0.6 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

 

54.4％



【関連当事者との取引】 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

２ 1株当たり当期純利益金額 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

１株当たり純資産額 658円55銭 １株当たり純資産額 672円08銭

１株当たり当期純利益 21円67銭 １株当たり当期純利益 24円03銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  
前事業年度

(平成18年６月30日) 
当事業年度 

(平成19年６月30日) 

純資産の部の合計額（千円） 2,797,465 2,854,204

純資産の部の合計額から控除する金額（千

円） 

－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 2,797,465 2,854,204

期末の普通株式の数（千株） 4,247 4,246

  
前事業年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

当期純利益（千円） 92,063 102,050

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 92,063 102,050

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,249 4,247



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

投資 有
価証券 

そ の 他
有 価 証
券 

㈱西日本シティ銀行 68,736 30,999 

㈱広島銀行 35,000 23,905 

㈱山口フィナンシャルグループ 13,625 20,478 

㈱山口フィナンシャルグループ 

（第四種優先株式） 
20 20,000 

㈱りそなホールディングス 34 10,030 

㈱十八銀行 11,000 5,665 

㈱ふくおかフィナンシャルグルー

プ 
6,875 5,596 

オリエンタル建設㈱ 6,600 2,541 

㈱佐藤渡辺 10,000 2,080 

㈱ハートランド平尾台 160 2,400 

その他９銘柄 17,365 8,391 

計 169,415 132,087 



【有形固定資産等明細表】 

  

（注） 工具器具及び備品の当期増加額のうち主なものは次のとおりです。 

  

  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

前事業年度末並びに当事業年度末現在において借入金等の残高はありません。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

 建物 847,591 1,788 2,567 846,813 396,230 23,637 450,582 

 構築物 7,002 － － 7,002 5,338 209 1,663 

 車両運搬具 31,497 4,667 7,756 28,408 17,087 5,043 11,320 

 工具器具及び備品 214,686 58,382 8,347 264,721 184,536 36,266 80,185 

 土地 810,929 － － 810,929 － － 810,929 

有形固定資産計 1,911,707 64,837 18,671 1,957,874 603,193 65,155 1,354,681 

無形固定資産               

 ソフトウェア 137,733 12,484 2,447 147,770 110,756 16,091 37,013 

 電話加入権 3,960 － － 3,960 － － 3,960 

無形固定資産計 141,693 12,484 2,447 151,730 110,756 16,091 40,973 

長期前払費用 1,271 515 185 1,601 391 83 1,209 

事業所名 資産内容 増加額（千円） 

本社事業部 ＯＡ関連機器等 24,850 

東北事業部 ＯＡ関連機器等 11,796 



【引当金明細表】 

  

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 13,898 11,550 － 8,098 17,350 

役員賞与引当金 3,500 － 3,500 － － 

業務損失引当金 12,067 18,730 12,067 － 18,730 

役員退職慰労引当金 43,500 8,750 － － 52,250 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(a) 現金及び預金 

  

  

(b) 完成業務未収金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)完成業務未収金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 「当期発生高」には、消費税等が含まれています。 

  

区分 金額(千円) 

現金 3,225 

預金の種類   

当座預金 115,835 

普通預金 742,818 

定期預金 800,000 

普通貯金 2,023 

振替貯金 1,807 

計 1,662,484 

合計 1,665,710 

相手先 金額(千円) 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 25,673 

北九州市 13,361 

 愛媛県 13,273 

前田建設工業㈱ 11,550 

広島高速道路公社 10,272 

その他 58,789 

合計 132,919 

前期繰越高 
(千円) 

  
(Ａ) 

当期発生高 
(千円) 

  
(Ｂ) 

当期回収高
(千円) 

  
(Ｃ) 

次期繰越高
(千円) 

  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

202,586 5,308,409 5,378,077 132,919 97.6 11.5 



 (c) 未成業務支出金 
  

  

(d) 繰延税金資産 

繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で200,925千円であり、その内容については「２．財務諸表等

（1）財務諸表 注記事項（税効果会計関係）」に記載しています。 

  

② 負債の部 

(a) 業務未払金 

  

  

(b) 未成業務前受金 

  

  

区分 金額(千円) 

人件費 129,695 

外注費 52,448 

経費 95,225 

合計 277,368 

相手先 金額(千円) 

壇建設技術㈱ 17,590 

㈱サーベイリサーチセンター 15,760 

㈱アーバントラフィックエンジニアリング 12,479 

㈱協和コンサルタンツ 11,550 

計測検査㈱ 11,025 

その他 133,124 

合計 201,529 

区分 金額(千円) 

熊本県 48,033 

首都高速道路㈱ 24,003 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 22,900 

国土交通省 12,490 

佐賀県 12,280 

その他 55,025 

合計 174,732 



  (3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

事業年度 ７月１日から６月30日まで 

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 福岡市中央区天神２丁目14番２号 日本証券代行株式会社 福岡支店 

  株主名簿管理人 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番４号 日本証券代行株式会社 

  取次所 日本証券代行株式会社 本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 
不所持株券の発行及び喪失・汚損・毀損による株券の発行は、１枚につき印紙税相当
額。その他は無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 福岡市中央区天神２丁目14番２号 日本証券代行株式会社 福岡支店 

  株主名簿管理人 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番４号 日本証券代行株式会社 

  取次所 日本証券代行株式会社 本支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 
電子公告制度とします。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載します。 
（ホームページアドレス http://www.fukuyamaconsul.co.jp/koukoku/index.html） 

株主に対する特典 
６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された1,000株以上の株主に対し、
3,000円相当の図書カードを９月上旬に贈呈します。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

(1) 有価証券報告書及び添付書類 

事業年度 第44期(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日)平成18年９月29日福岡財務支局長に提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第45期中(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日)平成19年３月22日福岡財務支局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年９月28日

株式会社 福山コンサルタント 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社福山コンサ

ルタントの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第44期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社福山コンサ

ルタントの平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  丸 林  信 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  工 藤  重 之 

      



  

平成１９年９月２６日

  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社福山コンサルタントの平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日までの第４５期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社福山コンサルタントの平成１９年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しています。 

  

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 福 山 コ ン サ ル タ ン ト   

  取 締 役 会 御 中   

監査法人 ト ー マ ツ  

 指 定 社 員
業務執行社員
 

 

 

公認会計士

 

丸 林 信 幸  

 

 指 定 社 員
業務執行社員
 

 

 

公認会計士

 

工 藤 重 之
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